
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
  

１ 位置づけ バイオマス活用推進基本法に定める県計画（兵庫県バイオマス活用推進計画） 

２ 計画期間 平成28年度～令和7年度の10カ年（中間年度（令和2年度）見直し） 

３ 基本的な推進方向 
（１）経済性等を踏まえ、バイオマスの発生地域での利用を

推進（バイオマスの地産地消） 

（２）利用が進んでいない間伐材の利活用を最重点に推進

（発電用燃料として活用） 

４ 評価 
（１）利活用の実績 

① 廃棄物系は、エネルギー利用の増加によ

り利活用率※が向上 

② 未利用系では、搬出間伐の推進により、

間伐材の利用量が増加（H26：4.8万炭素トン→

R1：6.9万炭素トン） 

ただし、未利用系に占める間伐材の割合

が増加し、未利用系の利活用率は減少 

③ 木質系未利用材、下水等汚泥は、依然と

して利活用率が低い。 

（２）取組事例 

先導的な取組が増える一方、原料となるバ

イオマスの確保や設備の更新等ができず継

続や拡大が困難な取組もある。 

（H28～R2：ecoモデル登録13件、廃止3件） 

１ 情勢の変化 
（１）2050年温室効果ガス排出量実質ゼロを目指すため、化石燃料の代替需要の増加が見込まれる 

（２）SDGsの浸透により環境等に配慮した行動（ｴｼｶﾙ消費・ESG投資など）が進みつつある 

（３）FIT（再生可能エネルギーの固定価格買取制度）によりバイオマス発電の導入が進展 

（４）バイオマスの利活用を促進する制度改正（例：下水道法改正（H27）→発生汚泥の燃料・肥料と

しての再生利用が努力義務化） 

２ 課題 
（１）将来にわたり取組を継続するため、製造・利用コストの低減と資源の有効活用 

（２）さらなる活用の余地が見込める木質系未利用材と下水等汚泥の利活用の促進 

（３）エネルギーとともにバイオマス製品の利用拡大のため、SDGs と関連付けた PR の強化 

（４）環境負荷の少ない循環型社会の形成のため、廃棄物系バイオマス発生量の削減と更なる活用 

（５）取組のさらなる広がりを促進するため、組織的な取組の拡大 

１ 計画期間 令和3年度～令和12年度の10カ年(中間年度(令和7年度)見直し) 

２ バイオマス利活用にあたっての基本的な考え方 
（１）基本的な推進方向 

  ① ﾊﾞｲｵﾏｽの地産地消  ② 利活用で生じる副産物の利用も含めたﾊﾞｲｵﾏｽ資源の最大限の有効活用 

（２）重点推進事項 

  ① 木質系未利用材や下水等汚泥のエネルギー利用等の推進 

② SDGs の目標に沿った取組や PR の推進 

③ 未利用食品の有効利用による廃棄量の削減 

④ 市町、事業者に加え NPO や市民団体との連携強化 

３ 目指す姿 バイオマスの活用による持続可能で活力ある地域づくり 

４ 目標 
（１）利活用率 
 
   

 
 
 

５ 種類別の推進方向 
（１）特に活用を推進するバイオマス 

ア 木質系未利用材（間伐材）･･･利活用率［R1：71％ →R12：82％］ 

① 原木の安定供給に向けて、低コスト原木供給団地の設定や林道・作業道等の

基盤整備、高性能林業機械の導入等を推進 

② 発電とあわせて各地域でのボイラー、ストーブ等の熱利用を推進 

  イ 下水等汚泥･･･利活用率［R1：50％ →R12：55％］ 

① 焼却灰の建設資材化、汚泥の肥料化等による利用を推進 

② メタン発酵や固形燃料化によるエネルギー利用を推進 

（２）引き続き活用するバイオマス 

  ア 家畜排せつ物 

① 耕畜連携による土づくりを推進 
② バイオガス施設導入の場合、消化液等の副産物の利用、施設の共同利用 

など地域にあった体制整備を支援 

  イ 食品廃棄物 

① 飼料や肥料等への再生利用、バイオガス発電等のエネルギー利用を推進 
② 廃食用油は、B5軽油の軽油引取税軽減制度※も活用して有効利用を促進 

※県独自制度：令和 3年度から 5年間延長 
  ウ 農作物非食部 農地へのすき込みを基本に飼料、堆肥化等を推進 

エ 木質系廃棄物 発電とあわせてボイラー、ストーブ等の熱利用を推進 

オ 木質系未利用材（竹） 

肥料、飼料、エネルギーとしての利用のほか、土壌改良材（チップ、パウダー）

や特産品（竹炭入り食品、メンマなど）としての商品開発・需要拡大を促進 
６ 食品ロスの削減 

食品企業等とフードバンク活動団体のマッチングや、「ひょうごフードドライブ

推進ネットワーク」が中心となったフードドライブ運動の全県展開を推進 

７ 計画推進に向けて講ずる施策 
（１）「農」のゼロエミッション推進大会の開催等により社会的機運を醸成 

（２）産学官連携、国・県等の支援策の活用による新技術の研究開発等を推進 

現行計画の取り組み 

バイオマス 
再生可能な生物由来の有機性資源
（化石資源を除く） 

対象とするバイオマス 
廃棄物系：家畜排せつ物、下水等汚
泥、食品廃棄物(事業系、家庭系)、
木質系廃棄物（製材端材、建設系廃
棄物、剪定枝） 
未利用系：農作物非食部（稲わら、
もみ殻等）、木質系未利用材（間伐
材、竹） 
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 策定時 
(R1) 

新計画 

中間目標(R7) 目標(R12) 

廃棄物系 92% 93% 94% 

未利用系 83% 88% 89% 
合計 88% 91% 92% 

（２）取組推進 
① 利活用の取組事例（eco モデル）数 

   R1:68 件 →R7:80 件 →R12:100 件 
バイオマス製品の製造事例に加えて、利用事例等 
も eco モデルに登録するよう制度拡充 

② 市町バイオマス活用推進計画等策定数 

R1:15 市町 →R7:21 市町 → R12:26 市町 

利活用を取り巻く情勢の変化及び課題（計画見直しの視点） 

※利活用率＝利活用量÷賦存量 
 （賦存量は利活用量と処分・未利用量の合計） 

 
策定時
(H26) 

現状
(R1)Ａ 

現行計画 

中間目標 
(R2)Ｂ 

Ｂ-Ａ 

廃棄物系 88% 92% 90% 2 ポイント 
未利用系 86% 83% 88% △5 ポイント 

合計 87% 88% 89% △1 ポイント 

バイオマス利活用率の実績
 

策定時の意見聴取に引き続き、計画推進の進捗状況等への意見を毎年聴取し、意見を反映して着実に実施 

・懇話会構成員：学識者や事業者等７名 

兵庫県バイオマス活用推進懇話会 

【トピックス】 

① バイオガスのエネルギー利用の取組（弓削

牧場、㈱マルヤナギ小倉屋など）が増加し、副産

物（消化液等）の農業利用も開始 

② フードバンク活動団体に食品を提供する食

品企業等が増加 

（ﾌｰﾄﾞﾊﾞﾝｸ関西への提供 H26：41企業→H30：84企業） バイオマス賦存量(R1) 

廃棄物系 

未利用系 

※下線：意見等を踏まえ反映した箇所 


